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１　人口推計�
�
　昭和６０年以降の本町の人口推移を見ると、
同６０年には２９，７５７人から平成7年には３３，５８
３人と、３，８２６人の増加となっている。�
　こうした増加傾向にあった人口も、近年少子
化の進行などにより、増加率はやや低下の傾
向にあり、平成１２年4月1日の人口は３４，８５３
人（住民基本台帳・外国人登録）となっている。�
　全国的に人口は減少傾向にあるが、本町の
交通の利便性などから、今後も緩やかに増加
が続くものと考える。�
　こうしたことから、本町の人口容量は４５，００
０人～５０，０００人として、平成２２年の人口を約４０，
０００人と推計する。�

第３節　まちづくりの指標�

２　土地利用計画の概要�
�
　自然と都市環境が調和する計画的な土地利
用により、安全で快適な生活環境の創出を図る。�
�
１）土地利用の方向�
　山陽新幹線より北側は低層住宅を中心として、
また、同線南側を中低層住宅地域として、こ
れらを緑豊かな住宅ゾーンとして位置づける。�
　住宅と商業が共存するゾーンとして、山陽
新幹線、都市計画道路本荘加古線沿線及びＪ
Ｒ土山駅西側を位置づける。�
　商業・業務ゾーンとして、ＪＲ土山駅周辺を、
また、シビックゾーン（暮らしの中心）として、
山陽電鉄播磨町駅及び役場庁舎周辺を、人が
集まり、ふれあい、交流する場に位置づける。�
　沿道サービスゾーンとして、国道２５０号、浜
幹線、土山新島線などの都市計画道路の沿線
を位置づける。�
　レクリエーションゾーンとしては、大中遺跡
を中心とする周辺地域や、喜瀬川河口から明
石市側への臨海部を、産業ゾーンとしては、
阿閇漁港から加古川市域にかけて、さらには
新島や東新島を位置づける。�
　シビックゾーンの東側地域を、都市施設隣
接住宅ゾーンとして位置づけ、快適な生活環
境の創出のための土地利用を図る。�
　一方、農地については、市街化の進展する
なかにあって、まちの緑地・空間の確保、また
防災の面からも重要な役割を果たすものであり、
残された農地の保全と活用に努める。�
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※平成2年の総人口には、年齢不詳12人含む。�
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